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移住支援金・マッチングサイトに関する主なＱ＆Ａ 

 

平成 31 年３月 19 日現在 

 

Ｑ１ 移住支援金の移住元や移住先に関する要件、起業支援金の起業地に関する要件には、

条件不利地域が関連する要件が含まれているが、条件不利地域とはどの市町村を指

すのか。 

Ａ１ 東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）において、過疎地域自立促進特別措

置法、山村振興法、離島振興法、半島振興法及び小笠原諸島振興開発特別措置法で

規定される条件不利地域を有する市町村のうち、政令指定都市を除く市町村をいい

ます。具体的な市町村は以下のとおりです。 

・東京都：檜原村、奥多摩町、大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵     

島村、八丈町、青ケ島村、小笠原村 

・埼玉県：秩父市、飯能市、本庄市、ときがわ町、横瀬町、皆野町、小鹿野町、東     

秩父村、神川町 

・千葉県：館山市、勝浦市、鴨川市、富津市、いすみ市、南房総市、東庄町、長南     

町、大多喜町、御宿町、鋸南町 

・神奈川県：山北町、真鶴町、清川村 

 

Ｑ２ 就業後に移住しても移住支援金の支給対象となるのか。 

Ａ２ 移住と就業の順序は問わず、マッチングサイトに対象求人が掲載された後に就業し

て移住支援金申請時に就業から３か月が経過しており、かつ、都道府県において移

住支援事業の詳細が移住希望者に対して公表された後に転入して移住支援金申請時

に転入後３か月以上１年以内であれば支給対象となります。 

 

Ｑ３ 移住支援金の対象となるためには、対象求人がマッチングサイトに掲載されるのが

移住者が求人へ応募をした時点より前である必要があるのか、それとも採用された

時点より前であればよいのか。また、前者の応募のタイミングをどのように確認す

るのか。 

Ａ３ 支援金の対象となるためには、例えば移住希望者による企業への採用面接の申込み

等、応募をした日が、対応する求人がマッチングサイトに支援対象として掲載され

た後である必要があります。なお、応募の時期については、就業先からの就業証明

書等に明記することを想定しています。 

 

Ｑ４ 移住希望者がマッチングサイトに掲載された求人情報を閲覧しておらず、それ以外

の手段で対象法人に就業した場合でも移住支援金の支給対象となるのか。 

Ａ４ マッチングサイトを介すか否かは問わず、支給対象となります。ただし、マッチン

グサイトに移住支援金の対象となる求人として掲載された後に応募して就職してい

る必要があります。 
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Ｑ５ 移住から１年以内に、就職した対象外法人から対象法人に転職した場合、移住支援

金の対象となるのか。 

Ａ５ 移住支援金申請時に対象法人への就業から３か月が経過しており、かつ、転入後３

か月以上１年以内であれば、支援金の対象となります。 

 

Ｑ６ 移住者の移住先での居住地と就業地が同じ都道府県内の異なる市町村である場合に

は、どのように取り扱うのか。 

Ａ６ 居住地の市町村が移住支援金支給に係る事務等を行います。 

 

Ｑ７ 移住者の移住先での居住地と就業地が異なる都道府県である場合には、どのように

取り扱うのか。 

Ａ７ 居住地の市町村が移住支援金支給に係る事務等を行います。 

 

Ｑ８ 移住支援金について、支援対象者の年齢制限は設けないのか。 

Ａ８ 年齢に係る要件は設けません。 

 

Ｑ９ 単身で移住した後、一定期間経過して、世帯を構成する家族が同じ住居に移住した

場合、世帯の金額が支給されるのか。 

Ａ９ 申請時に単身であれば単身の金額、申請時に家族も含めて移住していれば世帯の金

額を支給します。 

なお、世帯の金額の支給に際しては、該当する世帯員についても、移住支援金申請時

に転入後３か月以上１年以内である必要がある点にご注意ください。 

また、同一世帯に属する者が同一の市町村に対して、移住支援金を複数回申請するこ

とは認められません。 

 

Ｑ10 支給後の就業継続の確認はどのように行うのか。 

Ａ10 申請から１年後に支援金支給の申請を受け付けた市町村が就業先に確認することに

より行います。 

 

Ｑ11 支給後に転出があったことの確認はどのように行うのか。 

Ａ11 転出に伴う住民票の異動申請があった時点で移住支援金を支給した者であるか否か

を確認することにより行います。 

居住実態がないとの疑義が認められる場合等には立入調査等を行う場合があります。 

 

Ｑ12 移住支援金を受給した者が、支援対象企業に在職したまま、他の都道府県や同一県

内の他の市区町村での勤務（一時的な勤務、転勤・出向）がある場合も、返還請求

を行うか。 

Ａ12 他の市区町村に転出する場合であっても、一定期間の研修等の場合には、返還請求

を行いません。具体的には、以下の要件を満たす場合に限り、返還請求を行う必要
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がないものとします。 

・就業先により発行された、「他の市区町村に転出する期間が１年以内であること」、

「転出した者は、転出先で活動した後、転出前の就業先で勤務する予定であること」

を証する書類を提出したこと。 

 

Ｑ13 移住支援金を受給した者が、支援対象企業を退職し、別の支援対象企業に就職した

場合、返還請求を行うのか。 

Ａ13 返還請求を行います。 

 

Ｑ14 移住支援金の申請日から５年以内に、移住支援金を受給した市町村から転出した場

合には、返還対象となるとされているが、近隣市町村への移動等、都道府県内での

移動である場合にも返還対象か。 

Ａ14 当該市町村から転出した場合には返還対象となります。 

 

Ｑ15 対象就業先に、１次産業を含まれるか。 

Ａ15 法人であれば、１次産業への就業も含まれます。 

なお、他に利用できる制度がある場合は当該制度の活用が優先します。（他の国庫補

助が財源に含まれている個人給付の支援金であって、領収書等による使途の確認を行

わず、かつ定額の渡し切りとしているものについては、原則として、併給は認められ

ないので、この点にご注意ください） 

 

Ｑ16 対象就業先に、個人事業主、法人格を持たない団体は含まれるか。 

Ａ16 含まれません。 

 

Ｑ17 対象就業先に、地域おこし協力隊は含まれるか。 

Ａ17 含まれません。 

 

Ｑ18 対象就業先の「法人」に、医療法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、事業協同組合、

農業協同組合は含まれるか。 

Ａ18 含まれます。 

 

Ｑ19 対象法人の要件として資本金 10 億円未満であることが必要とされているところ、

社会福祉法人など、会計制度上、資本金の概念が無い法人についてはどのように判

断するのか。 

Ａ19 社会福祉法人など、会計制度上、資本金の概念が無い法人については、資本金に準

ずる資金が 10 億円未満かどうかにより判断します。社会福祉法人については、基

本金の額により判断します。 

 

Ｑ20 対象法人の要件である「官公庁等でないこと」について、「等」には何が含まれるの

か。 
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Ａ20 独立行政法人や第三セクター、一部事務組合等の国又は地方公共団体が設立・出  

資又は出えんしている主体が含まれます。 

 

Ｑ21 東京本社の企業の県内支社は対象外とのことであるが、東京本社でなくても東京圏

への転勤の可能性がある場合は対象外か。また、東京本社の企業であっても、地域

限定の勤務であることが雇用契約書に明記されているなど、東京圏への転勤の可能

性がなくても、対象外であることに変わりはないか。 

Ａ21 東京圏に本社が所在する法人の従業員は、東京圏への転勤の可能性が相対的に高い

ことから対象外としています。 

また、地域限定の勤務であることが雇用契約書に明記されている場合であっても、そ

の後の本人が希望を変更する等により将来的な転勤の可能性を排除するものではな

いため、対象外とします。 

 

 


